
【所得税関連】
◎「復興特別所得税」が課税されます（平成25年１月１日から
平成49年12月31日まで）。
　税率は所得税の額の2.1％。

◎「給与所得控除」が改正され、「給与等の収入金額が1500万
円超」の場合の控除額は一律「245万円」となります（平成
25年１月１日より）。

◎「退職所得の金額の計算」が改正され、役員等勤続年数が５
年以下の特定役員退職手当等については、従来の「２分の１」
課税が廃止されました（平成25年１月１日より）。

【法人税関連】
◎「復興特別法人税」が課税されます。これは平成24年４月１
日から平成27年３月31日の間に最初に開始する事業年度開始
の日から同日以後３年を経過する日までの期間内の日の属す
る事業年度について適用されます。
　税率は各事業年度の法人税額の10％。

◎交際費課税が改正され、資本金１億円までの中小法人に対す
る定額控除限度額が、従来の「600万円」から「800万円」に
引き上げられます（平成25年４月１日から平成26年３月31日
までの間に開始する事業年度について）。
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　なお、定額控除限度額内の10％の損金不算入措置は廃止され、
「800万円」までの交際費については、全額が損金算入を認めら
れます。
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